
告 示

�愛媛県告示第５９７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ｍａｃ東予店 西条市北条１５９４ 外 大規模小売店舗の名称 マルナカ壬生川店 ｍａｃ東予店 平成２９年
４月２８日

平成２９年
５月２日

大規模小売店舗において小売
業を行う者 株式会社マルナカ 株式会社大屋

２ 意見書の提出

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第５９８号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５９９号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６００号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業松山公共下水道（松山市施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和３３年１０月１５日から

平成３６年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�������
�愛媛県告示第６０１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２９年５月１９日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 十倉 雅和

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� スプレー塔（Ｅ－８０１）

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 茨谷下地区（松山
市） 平成２９年３月２７日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 南吉井地区（東温
市） 平成２９年２月２０日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号ヌ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり６０，５００ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手５カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ０．５～１．０

最大 ０～１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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� 除害塔（Ｔ－８０１）

� 洗浄塔（Ｔ－３０１）

� ガスクーラー（Ｅ－３０２Ａ／Ｂ）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ハ 亜硫酸ガス冷却
洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１７，０００ノルマル立方メート
ル処理×２基

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 ―

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 ―

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ０～１．２

最大 ０～１．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８６０

最大 １，２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ０～１．２

最大 ０～１．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８６０

最大 １，２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 ２３

備考 汚水等は、ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設にて処理する。
汚水等の量はスプレー塔（Ｅ－８０１）、ガスクーラー（Ｅ－３０２Ａ／Ｂ）、
ガスクーラー（Ｅ－３０３Ａ／Ｂ）から排出される汚水等の量との合算値
である。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ハ 亜硫酸ガス冷却
洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１７，０００ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 ―

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 ―

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり６０，５００ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 ―

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 ―

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～５

最大 １～７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６３０

最大 １，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８５

最大 １２７

備考 汚水等は、ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設にて処理する。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 ２３

備考 汚水等は、洗浄塔（Ｔ－３０１）で一部循環使用し、ＮＢＴ新居浜総合
排水処理施設にて処理する。
汚水等の量は、洗浄塔（Ｔ－３０１）、ガスクーラー（Ｅ－３０２Ａ／Ｂ）
及びガスクーラー（Ｅ－３０３Ａ／Ｂ）から排出される汚水等の量との合
算値である。

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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� ガスクーラー（Ｅ－３０３Ａ／Ｂ）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６３０．６

最大 １，２４２．１

通常 １２６．７

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３８０．９

最大 ８６２．１

通常 ２９．２

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５９９．１

最大 ７１７．６

通常 ２１８．１

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３１．０

最大 ６８．９

通常 ４．６

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４，７６５

最大 １７，８３１

通常 １４，７６５

最大 １７，８３１

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 ２３

備考 汚水等は、洗浄塔（Ｔ－３０１）で一部循環使用し、ＮＢＴ新居浜総合
排水処理施設にて処理する。
汚水等の量は、スプレー塔（Ｅ－８０１）、洗浄塔（Ｔ－３０１）、及びガ
スクーラー（Ｅ－３０３Ａ／Ｂ）から排出される汚水等の量との合算値で
ある。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ハ 亜硫酸ガス冷却
洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１７，０００ノルマル立方メート
ル処理×２基

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 ―

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 ―

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ０～１．２

最大 ０～１．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８６０

最大 １，２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 ２３

備考 汚水等は、洗浄塔（Ｔ－３０１）で一部循環使用し、ＮＢＴ新居浜総合
排水処理施設にて処理する。
汚水等の量は、スプレー塔（Ｅ－８０１）、洗浄塔（Ｔ－３０１）、及びガ
スクーラー（Ｅ－３０２Ａ／Ｂ）から排出される汚水等の量との合算値で
ある。

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿及び酸素ばっ気式活性汚
泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号

３６６



５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第６０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町安井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町第六土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

就 任

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８～１２

最大 ８～１２

通常 ７～８

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６０９．７

最大 １，１６２．６

通常 １２１．３

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４６．６

最大 ８８１．５

通常 １７．２

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７６０．４

最大 １，５００．２

通常 １５１．９

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．２

最大 ３１．９

通常 ２．１

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９，０２９

最大 １０，６１５

通常 ９，０２９

最大 １０，６１５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．８

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２．６

最大 ４５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５６

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５２，９８６

最大 ３３５，４０５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 曽我部 司 西条市小松町安井甲２８０番地

〃 今 井 正 富 西条市小松町安井甲１０１番地

〃 渡 部 豊 信 西条市小松町安井甲４４２番地

〃 伊 藤 清 繁 西条市小松町安井甲３９９番地２

〃 今 井 央 松山市南�米町４５３番地１１

監 事 安 藤 満 西条市小松町安井甲２０７番地

〃 今 井 敏 彦 西条市小松町安井甲１１６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 曽我部 司 西条市小松町安井甲２８０番地

〃 今 井 正 富 西条市小松町安井甲１０１番地

〃 渡 部 實 西条市小松町安井甲４４８番地

〃 伊 藤 清 繁 西条市小松町安井甲３９９番地２

〃 今 井 央 松山市南�米町４５３番地１１

監 事 安 藤 満 西条市小松町安井甲２０７番地

〃 今 井 敏 彦 西条市小松町安井甲１１６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 真 鍋 猛 西条市小松町新屋敷甲７５４番地２

〃 藤 井 喜代治 西条市小松町新屋敷甲１８３８番地第１

〃 佐 伯 清 廣 西条市小松町新屋敷甲１８１４番地２

〃 眞 鍋 剛 西条市小松町新屋敷甲２６５３番地１

〃 渡 部 一太郎 西条市小松町新屋敷甲２６４０番地１
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退 任

�������
�愛媛県告示第６０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市下泉土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２９年５月１９日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�������
�愛媛県告示第６０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出が

あった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

就 任

�������
�愛媛県告示第６０６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市田窪土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

退 任

�������
�愛媛県告示第６０７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市牛渕上井手土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６０８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市南野田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

就 任

〃 高 井 千 裕 西条市小松町新屋敷甲２２１６番地

〃 日 野 治 敏 西条市小松町新屋敷甲１８３３番地１

〃 丹 下 健 一 西条市小松町新屋敷甲２９４８番地

〃 渡 部 智恵子 西条市小松町新屋敷乙６０番地８３

〃 西 坂 由佳里 西条市小松町新屋敷乙６５番地５

〃 玉 井 一 西条市小松町新屋敷甲１８９３番地１

〃 戸 田 武 西条市小松町北川１３６番地２

監 事 谷 口 廣 行 西条市小松町南川甲２４１番地第１

〃 桑 原 美代子 西条市小松町新屋敷甲４６１番地第２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 真 鍋 猛 西条市小松町新屋敷甲７５４番地２

〃 藤 井 喜代治 西条市小松町新屋敷甲１８３８番地第１

〃 佐 伯 清 廣 西条市小松町新屋敷甲１８１４番地２

〃 眞 鍋 剛 西条市小松町新屋敷甲２６５３番地１

〃 渡 部 一太郎 西条市小松町新屋敷甲２６４０番地１

〃 高 井 千 裕 西条市小松町新屋敷甲２２１６番地

〃 戸 田 武 西条市小松町北川１３６番地２

〃 玉 井 一 西条市小松町新屋敷甲１８９３番地１

〃 山 本 哲 也 西条市小松町新屋敷乙６０番地８３

〃 能 瀬 瞳 西条市小松町新屋敷乙６５番地５

〃 日 野 治 敏 西条市小松町新屋敷甲１８３３番地１

〃 丹 下 健 一 西条市小松町新屋敷甲２９４８番地

監 事 谷 口 廣 行 西条市小松町南川甲２４１番地第１

〃 野 島 克 哉 西条市小松町新屋敷甲４５９番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 野 重 昭 東温市下林甲１７８９番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 西 忠 雄 東温市田窪１４４８番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 北 吉 直 東温市牛渕５７４番地

〃 大 北 英 彦 東温市牛渕１３９４番地２

〃 井 門 孝 徳 東温市牛渕６６５番地

〃 村 上 正 隆 東温市牛渕１４０１番地

〃 重 見 忠 顕 東温市牛渕６３５番地

〃 大 北 守 紀 東温市牛渕１４０４番地

〃 朝比奈 正 之 東温市牛渕１１６５番地

〃 大 北 忠 則 東温市牛渕１２７２番地３

〃 大 西 良 也 東温市牛渕７６３番地１

〃 村 上 周 治 東温市牛渕１６９７番地２

監 事 大 北 武 東温市牛渕１５０１番地

〃 大 北 英 明 東温市牛渕１３００番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 北 吉 直 東温市牛渕５７４番地

〃 大 北 英 彦 東温市牛渕１３９４番地２

〃 井 門 孝 徳 東温市牛渕６６５番地

〃 村 上 正 隆 東温市牛渕１４０１番地

〃 重 見 忠 顕 東温市牛渕６３５番地

〃 大 北 守 紀 東温市牛渕１４０４番地

〃 朝比奈 正 之 東温市牛渕１１６５番地

〃 大 北 忠 則 東温市牛渕１２７２番地３

〃 大 西 良 也 東温市牛渕７６３番地１

〃 村 上 周 治 東温市牛渕１６９７番地２

監 事 大 北 武 東温市牛渕１５０１番地

〃 大 北 英 明 東温市牛渕１３００番地
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退 任

�������
�愛媛県告示第６０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市志津川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 束 村 雅 則 東温市南野田２７１番地

〃 東 洋 東温市南野田５５１番地

〃 束 村 良 正 東温市南野田１６８番地

〃 友 近 弘 志 東温市南野田６０７番地２

〃 高 橋 晃 治 東温市南野田１０９番地１

〃 明 賀 勝 秀 東温市南野田２６２番地

〃 大 川 正 敏 東温市南野田４７３番地

〃 桐 野 彰 紀 東温市南野田６４４番地

監 事 末 光 真 人 東温市南野田３０７番地

〃 明 賀 安 広 東温市南野田５４７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 束 村 義 清 東温市南野田２３０番地

〃 宮 崎 政 男 東温市南野田１０８番地１

〃 東 洋 東温市南野田５５１番地

〃 平 岡 透 東温市南野田４７５番地

〃 伊 藤 雄 二 東温市南野田４７７番地１

〃 平 岡 均 東温市南野田３３０番地２

〃 明 賀 安 広 東温市南野田５４７番地

〃 友 近 弘 志 東温市南野田６０７番地２

監 事 高 橋 真 也 東温市南野田４３番地

〃 束 村 雅 則 東温市南野田２７１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 見 和 政 東温市北野田２３０番地

〃 牧 隆 司 東温市北野田７９１番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 � 見 淳 東温市北野田１３７番地

〃 岡 田 誠 司 東温市北野田１４１番地

〃 牧 秀 宣 東温市北野田８２７番地１

〃 武 智 南 東温市北野田１２２４番地

〃 相 原 宏 徳 東温市北野田６５２番地

監 事 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

〃 牧 正 人 東温市北野田７８８番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 � 見 淳 東温市北野田１３７番地

〃 岡 田 誠 司 東温市北野田１４１番地

〃 牧 秀 宣 東温市北野田８２７番地１

〃 武 智 南 東温市北野田１２２４番地

〃 相 原 宏 徳 東温市北野田６５２番地

監 事 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

〃 八 塚 長 規 東温市北野田８３８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 見 和 政 東温市北野田２３０番地

〃 牧 隆 司 東温市北野田７９１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 富 法 東温市志津川１９０５番地

〃 清 水 昭 弘 東温市志津川６８０番地４

〃 大 西 一 秀 東温市志津川６３７番地３

〃 恒 岡 恒 重 東温市横河原１３４３番地

〃 和 田 敏 明 東温市志津川７２番地

〃 宮 内 秀 東温市志津川７４番地１

〃 �須賀 功 東温市志津川６３０番地

〃 武 智 昭 一 東温市志津川６９２番地

〃 池 川 雅 清 東温市志津川１４２９番地

〃 大 野 史 雄 東温市志津川１５１０番地

〃 窪 田 マチ子 東温市志津川１２５４番地３

〃 森 幹 治 東温市志津川１１７９番地１

〃 伊 藤 眞 和 東温市志津川１８３３番地

監 事 越 智 賢 治 東温市志津川１７９０番地

〃 森 省 三 東温市志津川５１４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 富 法 東温市志津川１９０５番地

〃 中 村 豊 重 東温市志津川１１７番地４

〃 泉 忠 厚 東温市志津川７４６番地

〃 恒 岡 恒 重 東温市横河原１３４３番地

〃 � 塚 正 一 東温市志津川５２１番地２

〃 高 塚 三 朗 東温市志津川５８３番地１

〃 友 近 アサミ 東温市志津川６１８番地

〃 � 塚 澄 枝 東温市志津川６３８番地１

〃 豊 田 安 美 東温市志津川１０４３番地１

〃 島 田 省 吾 東温市志津川１４４５番地

〃 吉 岡 茂 夫 東温市志津川１７９９番地３

〃 大 西 康 東温市志津川１８０４番地

〃 池 田 礼 次 東温市志津川７４３番地２

監 事 岩 川 保 東温市志津川５９６番地２

〃 末 光 良 男 東温市志津川１４１７番地

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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�愛媛県告示第６１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市南方土地改良区から次のとおり役員が氏名を変更した旨の届

出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�������
�愛媛県告示第６１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市西岡土地改良区から次のとおり役員が氏名及び住所を変更し

た旨の届出があった。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�������
�愛媛県告示第６１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市南高井土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を平成２９年５月１０日認可した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�������
�愛媛県告示第６１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市土居田町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更を平成２９年５月１０日認可した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�愛媛県告示第６１５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�愛媛県告示第６１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�愛媛県告示第６１７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

役員の種類
氏 名

変 更 前 変 更 後

理 事 高 市 伸 夫 � 市 伸 夫

〃 高須賀 春 義 �須賀 春 義

役員の
種 類

変 更 前 変 更 後

氏 名 住 所 氏 名 住 所

理 事 大東 政雄 東温市西岡１０６８番
地 大東 正雄 東温市西岡１０６８番

地２

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第４号

平成２９年５月１０日
伊予郡松前町大字東古泉字上又３８３番１、３８４番６

伊予郡松前町大字東古泉３８１番地１

稲 垣 竜 太

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第５号

平成２９年５月１０日
伊予郡松前町大字西古泉字小鯛１３９番１、１３９番７、１３９番９

伊予郡松前町大字西古泉１３９番地４

稲 田 寛 和

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第６号

平成２９年５月１０日

東温市横河原字横川３５５番４３、３５５番４６、３５５番４７、３５５番４８、３５５番１９８、３５

７番２

山口県周南市城ヶ丘三丁目１番３３号

エポックワン㈲

代表取締役 大 西 益 男

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号

３７０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県県立学校校務支援システム構築及び運用・保守業務

� 委託業務名及び数量

愛媛県県立学校校務支援システム構築及び運用・保守業務

一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２９年１０月１日から平成３５年９月３０日まで

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

ア 入札に記載する入札金額は、月額を記載すること。

なお、詳細については入札説明書を参照すること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ、「特定調達参加希望」の登録をしている事業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の校務支援システム構築及び運用・保守業

務の実績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得

る体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課施設管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２９５１

� 入札書の受領期限

平成２９年７月３日（月）午前１０時まで

� 入札説明書の交付方法

平成２９年５月１９日（金）から６月２日（金）までの執務時間

中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分ま

でをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２９年７月３日（月）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便（書留郵便に限る。）により提出すること。加

入電話、電報、ファクシミリその他の方法による入札は認めな

い。

� 郵便による入札の取扱い

郵便による入札の場合は、入札書は、平成２９年６月３０日（金）

午後５時１５分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、競争入札参加資

格審査申請書を知事に提出し、入札参加資格の確認を受ける

こと。競争入札参加資格審査申請書は、持参して提出するこ

ととし、郵便又は電送によるものは、受け付けない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

� 受付期間

平成２９年５月１９日（金）から６月２日（金）までの執務

時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
イ この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に基

づき提案内容を記載した資料を、次の期限までに提出するこ

と。

� 受付期間

ａ 仕様書への対応状況に係る資料

�愛媛県告示第６１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２９年５月１９日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第７号

平成２９年５月１０日
伊予郡松前町大字上高柳字永田３１５番１

松山市松末１丁目３番１５号

宇 都 宮 勇 造

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号

３７１



平成２９年５月１９日（金）から６月９日（金）までの執

務時間中

ｂ 提案内容に係る資料

平成２９年５月１９日（金）から６月１５日（木）までの執

務時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者及び入札者に求められる義務を

履行しなかった者の提出した入札書及び提案内容を記載した資

料は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格その他の条件

が愛媛県にとって最も有利な入札を行った者を落札者とする。

なお、落札者決定基準の詳細は、入札説明書による。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Design，Development，Operation and Maintenance of School

Affairs Support System for Ehime Prefectural Schools，１ Set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，３ July２０１７

（tenders submitted by mail：５：１５ p．m．，３０ June２０１７）

� For further information， please contact： Facilit ies

Administration Section，High School Education Division，

Guidance Department， Ehime Prefectural Board of

Educat ion， Ehime Prefectura l Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９５１
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

放置駐車違反管理システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

放置駐車違反管理システム一式（ハードウェア一式、ソフト

ウェア一式、業務アプリケーション一式、搬入・据付け・配線・

調整等一式を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３０年３月１日から平成３６年２月２９日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２９・３０・

３１年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２９年６月３０日（金）午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２９年６月３０日（金）午後２時００分

愛媛県警察本部 地下１階 地下会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２９年６月２６日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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監 査 公 表

教育委員会公告

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

management system for an anti―parking violation measure

� Time limit of tender：２：００ p．m．，３０，June，２０１７

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�公表第６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２９年５月１９日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 岡 田 清 隆

同 大 西 渡

同 三 宅 浩 正

�������
�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２９年５月１９日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 岡 田 清 隆

同 大 西 渡

同 三 宅 浩 正

�公 告

平成３０年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

社 会 福 祉 法 人 宝 集 会 平成２８年１１月２８日、
平成２９年５月９日

社 会 福 祉 法 人 中 山 梅 寿 会 〃

社 会 福 祉 法 人 喜 � 寿 〃

（監査の結果）

平成２７年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、次の事項

が認められた。

１ 補助対象とならない経費（カラオケ機器一式に係る固定資産物品費）

を補助対象経費に計上していたため、平成２７年度において、補助金の

過大な交付（計８００，０００円）を受けていた。 （社会福祉法人宝集会）

２ 補助対象とならない経費（建物付属設備の取得費用）を補助対象経

費に計上していたため、平成２７年度において、補助金の過大な交付

（計８６９，０００円）を受けていた。 （社会福祉法人中山梅寿会）

３ 入所者の事務費徴収額の認定において、必要経費として認められな

い介護保険サービスに係る昼食代及び学習療法費を計上し、入所者の

事務費本人徴収額を過小に算定していたため、過去２年間（平成２６年

度及び平成２７年度）において、補助金の過大な交付（計８７，０００円）を

受けていた。 （社会福祉法人喜�寿）

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

社会福祉法人
宝 集 会

平成２７年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

軽費老人ホーム
（Ａ型）宝寿園
の運営費

６５，
９９１，３３４円

６０，
１０３，０００円

社会福祉法人
中 山 梅 寿 会

〃 ケアハウスなか
やま幸梅園の運
営費

２５，
８６９，８８３円

１６，
２６０，０００円

社会福祉法人
喜 � 寿

〃 ケアハウス重信
の運営費

２２，
７３９，１０５円

１３，
４５９，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

長 寿 介 護 課 平成２９年５月９日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 〃

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 〃

（監査の結果）

愛媛県軽費老人ホーム事務費補助金について、地方自治法第１９９条第

５項の規定による監査を実施したところ、次の事項が認められた。

１ 愛媛県軽費老人ホーム事務費補助金においては、例年、入所者の事

務費徴収額の認定誤りや補助対象経費の計上誤りが見受けられ、当課

には、各地方局において適切に審査されるよう指導徹底を求めてきた

が、平成２７年度においても同様の事例が複数見受けられた。

そこで今回監査を行った結果、補助金交付要綱や事務処理マニュア

ルでは補助対象経費の具体的範囲が不明確である他、実績報告時にお

いて財務諸表や領収書等で経費内訳の確認が十分に行われていない等

の問題点が認められる。そのため、実務に携わる地方局や運営法人に

おける事務の適正な執行につながっていないものと思料される。

ついては、これまで地方局において行われてきた運営法人への検査・

指導方法を再検証の上、補助金交付事務の適正化に一層努められたい。

（長寿介護課）

２ 社会福祉法人宝集会に対する平成２７年度の愛媛県軽費老人ホーム事

務費補助金について、当法人による補助対象経費の積算において、補

助対象とならない経費（カラオケ機器一式に係る固定資産物品費）を

計上していたため、計８００，０００円が過大に交付されていた。

補助対象経費の審査を適正に行われたい。

（東予地方局健康福祉環境部）

３ 社会福祉法人中山梅寿会に対する平成２７年度の愛媛県軽費老人ホー

ム事務費補助金について、当法人による補助対象経費の積算において、

補助対象とならない建物付属設備の取得に要した経費を計上していた

ため、計８６９，０００円が過大に交付されていた。

また、社会福祉法人喜�寿に対する平成２６年度及び平成２７年度の同
補助金について、入所者の事務費徴収額の認定において、必要経費と

して認められない介護保険サービスに係る昼食代及び学習療法費を計

上し、入所者の事務費本人徴収額を過小に算定していたため、計８７，０

００円が過大に交付されていた。

補助対象経費の審査及び事務費徴収額の認定を適正に行われたい。

（中予地方局健康福祉環境部）

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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平成３０年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成２９年５月１９日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小学校教員 平成２９年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中学校教員（各教
科）

平成２９年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

平成２９年７月２２日�から
２５日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 平成２９年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 平成２９年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

平成２９年５月１９日（金）から６月７日（水）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成３０

年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で

証明が得られるもの

� 昭和５３年４月２日以降に出生した者（本県の国公立学校（学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２条第２項に規定する国立

学校又は公立学校をいう。以下同じ。）で３年以上の教職経験

（期限付任用又は臨時的任用である期間及び休職、育児休業等

の期間を除く。）を有する者が、当該教職経験に係る試験区分

を受験する場合で、教職経験者特別選考を申請するときにあっ

ては、昭和４３年４月２日以降に出生した者）

なお、他の都道府県で国公立学校の教員として勤務している

者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）及び栄養教

員の試験区分を志願する者で公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）第

２条第１項に規定する義務教育諸学校の学校栄養職員として本

県で勤務しているもの（期限付任用又は臨時的任用である者を

除く。）については、年齢を制限しない。

また、小学校教員又は中学校教員の試験区分を志願する者で、

平成２９年４月１日から同年６月７日までの間に愛媛県教育委員

会又は本県内の市町教育委員会が、１日以上の任期を定めて、

期限付又は臨時的に任用した職員（講師、学習支援員、教育相

談員等、児童生徒の教育に関わる職員に限る。以下「期限付・

臨時的任用職員」という。）で、かつ、平成２６年４月１日から

平成２９年３月３１日までの間に通算して２４月以上の期限付・臨時

的任用職員の勤務経験を有するものについては、昭和４３年４月

２日以降に出生した者とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成３０年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ

せること。

＜問合先＞

志 願 種 別 宛 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

栄養教員志願者

正 誤

�正 誤

平成２９年４月２５日付け第２８６８号愛媛県告示第５１９号（土砂災害警

戒区域の指定）中

�正 誤

平成２９年４月２５日付け第２８６８号愛媛県告示第５２０号（土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定）中

ページ 箇 所 誤 正

３１８

左段
土砂災害警戒
区域の表
（上から４段
目に追加）

日南登
川
４０４－
１１３１－
２

伊予市
中山町
出渕
（次の
図のと
おり）

土石流

愛 媛 県 報平成２９年５月１９日 第２８７５号
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�正 誤

平成２９年４月２８日付け第２８６９号愛媛県告示第５４８号（土地改良区

役員の就退任の届出）中

ページ 箇 所 誤 正

３２０

右段
土砂災害警戒
区域及び土砂
災害特別警戒
区域の表
上から６段目

（削除）

日南登
川
４０４－
１１３１－
２

伊予市
中山町
出渕
（次の
図のと
おり）

土石流 日南登
川
４０４－
１１３１－
２

伊予市
中山町
出渕
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ページ 箇 所 誤 正

３２９

就任の表
氏名欄中
上から１４行目
退任の表
氏名欄中
上から１３行目

丹 彦左衛門 丹 彦佐衛門

平成２９年５月１９日 発行
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